
奈良文化財研究
所平城宮跡資料
館公開展示部門
機能充実整備等
工事

141¶503¶201 0 75¶833¶139 65¶670¶062 141¶503¶201 0

合 計 2¶212¶024¶946 1¶855¶864¶020 213¶225¶639 142¶934¶787 2¶212¶024¶446 500

~ その他の内訳は、「施設費収益：142¶934¶787円」であります。
文化芸術情報電子化推進費補助金の明細 （単位：円）

区 分 当期交付額
左の会計処理内訳

期末残高摘要建設仮勘定
見返補助金

資産見返
補助金 収益計上 小 計

重要文化財の高
精細デジタル
アーカイブ化事
業

547¶972¶115 0 161¶462¶351 380¶335¶080 541¶797¶431 6¶174¶684

合 計 547¶972¶115 0 161¶462¶351 380¶335¶080 541¶797¶431 6¶174¶684

~ 収益計上の内訳は、「補助金収益：376¶055¶523円」「資産見返補助金戻入：4¶279¶557円」でありま
す。

14．役員及び職員の給与の明細

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 (2¶880)千円
65¶307

(2)人
4

(0)千円
8¶260

(0)人
1

15．セグメント情報（平成21年４月１日～平成22年３月31日）
（単位：円）

区 分 東京国立博物館 京都国立博物館 奈良国立博物館 九州国立博物館 東京文化財研究所 奈良文化財研究所 計 法 人 共 通 合 計

Ò 事業費用、事業収益及び事業損益

事業費用

業務費 2¶388¶122¶296 622¶342¶581 869¶634¶655 1¶257¶418¶570 995¶907¶001 1¶596¶128¶304 7¶729¶553¶407 0 7¶729¶553¶407

人件費 1¶056¶078¶822 291¶281¶328 272¶097¶682 271¶579¶111 436¶496¶986 675¶101¶120 3¶002¶635¶049 0 3¶002¶635¶049

業務経費 1¶271¶588¶299 327¶435¶241 575¶977¶541 764¶527¶696 550¶828¶466 890¶895¶148 4¶381¶252¶391 0 4¶381¶252¶391

調査研究業務費 512¶226¶631 142¶123¶706 115¶526¶461 207¶760¶464 71¶376¶537 343¶686¶850 1¶392¶700¶649 0 1¶392¶700¶649

情報公開業務費 0 0 0 0 36¶140¶080 88¶251¶751 124¶391¶831 0 124¶391¶831

研修業務費 0 0 0 0 2¶462¶434 14¶563¶277 17¶025¶711 0 17¶025¶711

国際研究協力業務費 0 0 0 0 172¶179¶816 50¶041¶312 222¶221¶128 0 222¶221¶128

展示出版業務費 0 0 0 0 18¶490¶848 160¶609¶585 179¶100¶433 0 179¶100¶433

展覧業務費 309¶589¶129 175¶270¶808 215¶741¶977 279¶218¶221 0 0 979¶820¶135 0 979¶820¶135

職 員 （541¶173)
2¶623¶522

（321)
341

（4¶813)
230¶581

(21)
15

合 計 （544¶053)
2¶688¶829

（323)
345

（4¶813)
238¶841

(21)
16
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\ 支給人員数は、報酬又は給与については平成21年４月～平成22年３月の平均支給人員数を記載
しております。
また、退職手当については総支給人員数を記載しております。

] 役員報酬基準の概要 理事長 991¶000円（期末における金額）
理事１名 919¶000円（期末における金額）
理事２名 840¶000円（期末における金額）
その他諸手当については、独立行政法人国立文化財機構役員報酬規
程に基づき支給しております。
非常勤役員の報酬は、120¶000円を月額として支給しております。

^ 役員退職手当基準の概要 役員の退職手当は、独立行政法人国立文化財機構役員退職手当規程
に基づき支給しております。

_ 職員給与基準の概要 職員の給与は、基本給及び諸手当としております。
基本給は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）
及び人事院規則を準用し、独立行政法人国立文化財機構職員給与規
程に基づき支給しております。

` 職員退職手当基準の概要 職員の退職手当は、国家公務員退職手当法を準用し、独立行政法人
国立文化財機構職員退職手当規程に基づき支給しております。

a 非常勤の役員及び職員に係るものは、上段括弧書外数で記載しております。
b 上記の金額には、法定福利費は含まれておりません。
c 中期計画における予算上の人件費には、非常勤の役員・職員に係る給与は含まれておりません。
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